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はじめに

2016 年におけるヨーロッパ政治で，もっと

も大きな政治的な不確定性として，「BREXIT」

問題があげられる。「BREXIT（ブレグジット）」

とは，造語であり，イギリスの EU（欧州連合）

からの離脱を示す言葉として，頻繁にメディア

で用いられている。2016 年６月 23 日に，キャ

メロン保守党政権下のイギリスでは，EU 加盟

存続を問う国民投票が行われる予定である。そ

して，世論調査では，加盟支持と離脱派との間

で拮抗した状況が続いている。

なぜイギリス国民の多くが，EU からの離脱

を望んでいるのだろうか。『フィナンシャル・

タイムズ』紙によれば，114 名のエコノミスト

およびビジネス・リーダーに質問を寄せた結

果，EU からの離脱によって 2016 年にイギリ

ス経済がよい方向へ向かうと答えた者は，一人

もいない１）。翌年についての質問に対しては，

67 名がイギリス経済は悪化するだろうと回答

し，37 名が変化がないと答えている。圧倒的

多くが，国民投票でイギリス国民が「離脱」を

選択した場合には，イギリス経済の将来につい

ての不透明性が高まって，対英直接投資は冷え

込んで，イギリス国内の消費も停滞すること
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で，経済的にマイナスの効果が大きいと答えて

いる。ピーターソン国際経済研究所のアダム・

ポーゼン所長によれば，国民投票による離脱の

選択によってイギリスは，「自らに対して深い

傷を負わせる」ことになり，イギリス経済は

「2016 年および中期的に，急激に悪化する見通

し」だと述べている２）。

EU 経済が専門の田中素香中央大学経済研究

所客員研究員も，「EU との間に障壁ができれ

ば，日本を含めて世界中から英国へ進出した多

国籍企業や巨大金融機関は，生産能力の一部ま

たは全部を欧州大陸などへ移すであろう」と述

べ，「ロンドン金融市場は空洞化し，海外直接

投資の流入も減少しよう。離脱は大打撃となろ

う」と論じている３）。また，2016 年４月 28 日

発表のイギリス財務省の報告書によれば，イギ

リスにおける各家庭は，永続的に年間で 4300

ポンド，所得が低下することになるという４）。

さらに，英国産業連合（CBI）の依頼によっ

て，プライスウォーターハウス・クーパーズが

作成した報告書によれば，イギリスの EU 離脱

によって不透明性が高まって，2030 年には，

もしもイギリスがノルウェーのように EU との

FTA を締結している場合には GDP が 1.2％の

低下，そしてもしも FTA を結ばず WTO の水

準での関税措置である場合には 3.5％の低下と

なると見通している５）。

このように，イギリス経済にとってかなり明

確な不利益が想定され，また世界経済にも巨

大な影響を及ぼす可能性の高い EU からの離脱

を，なぜイギリス国民の比較的多くの人々が望

んでいるかを理解するには，イギリスと EU と

の関係，さらにはイギリスの国内政治や国内世

論を理解しなければならない６）。本稿では，

イギリスの国内政治と国内世論に焦点を当て

て，その経緯と現状を検討することにしたい。

Ⅰ　欧州懐疑派の台頭

現在イギリスで大きな争点となっている国民

投票による EU 離脱問題は，そもそもはイギリ

スの国内政治，とりわけ保守党内の党内力学と

緊密に結びついていた。

イギリスの保守党は，かつてウィンストン・

チャーチルが「欧州合衆国」の建設を呼びかけ，

またハロルド・マクミランが 1961 年に EEC（欧

州経済共同体）への第一次加盟申請を発表して

から，親欧州的な政党と見なされてきた。1973

年１月１日にイギリスが EEC に加盟した際に

も，それを実現した政権はヒース保守党政権で

あった。他方で，労働党は国民国家を単位とし

た福祉国家が後退することを恐れて，党内は左

派と右派に分裂して，1980 年代には EU から

の離脱を求める左派の勢力が拡大していた。そ

の結果，労働党は左右分裂して，労働党右派が

社会民主党を結党している。

1980 年代に，労働党が EEC 加盟をめぐって

激しい左右分裂を繰り広げている中で，マーガ

レット・サッチャーが率いる保守党は長期政権

を楽しんでいた。当初保守党は，新自由主義的

な市場統合を軸とする統合プロジェクトに好意

的であったが，ジャック・ドロール欧州委員

会委員長の下で EC（欧州共同体）が，社会政

策分野や，政治統合領域，さらには通貨統合に

まで統合を拡大していくと，次第に強い抵抗と

感情的な嫌悪感が広がっていった。これらの保

守党右派の，欧州統合への批判的な議員を「欧

州懐疑派（Eurosceptics）」と呼ぶようになっ

ていた。1988 年９月 20 日のサッチャー首相の

ブルージュでの演説の中で，EC の非民主性と
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肥大化した官僚組織を強烈に批判したことで，

このグループは「ブルージュ・グループ」とも

呼ばれるようになった。サッチャー政権時代に

保守党議員として政界入りした多くの新人議員

が，このようなイデオロギーをサッチャーと共

有していた。

保守党内では，欧州統合促進を求める左派の

マイケル・ヘゼルタイン，ジェフリー・ハウ，

ケネス・クラークらと，欧州懐疑派を代表する

ジョン・レッドウッド，マイケル・ハワード，

ウィリアム・ヘイグらの右派と，次第に分裂を

深めていった。1992 年にマーストリヒト条約

（欧州連合条約）に調印したジョン・メージャー

に対して保守党内の欧州懐疑派が強い抵抗を見

せて，保守党は分裂と停滞を繰り返した。その

ことも１つの要因となって，1997 年５月のイ

ギリス総選挙では，若くカリスマ的なトニー・

ブレアが圧倒的勝利を収めた。首相となったブ

レア，財務相のゴードン・ブラウン，そして外

相のロビン・クックと，親欧州的な立場の指導

者たちが，労働党政権を率いることになった。

1990 年代に，マーストリヒト条約調印，欧

州連合の成立，そして政治統合と通貨統合の推

進という新しい動きが見られる中で，イギリス

政治では無視することのできない２つの重要な

変化が見られるようになった。第１に，イギ

リスの EU からの離脱を求める新しい政治運動

が台頭したことである。後にイギリス独立党

（UKIP）党首となるナイジェル・ファラージに

よれば，「EU が民主的な機関ではない」こと

からも，EU からの離脱を求める運動の必要を

感じるようになったという７）。マーストリヒ

ト条約が発効して EU が成立した 1993 年に，

この UKIP が結党した。UKIP が国民の支持を

集めると，右側から保守党の支持基盤を切り崩

すことで，必然的に保守党もまた右傾化して

いった。1992 年から 97 年の時期には，保守党

内では欧州懐疑派は 58％にすぎなかったのだ

が，1997 年から 2001 年の議会ではそれが 85％

となり，2001 年から 2005 年までの会期にはそ

れが 90％まで伸びている８）。すなわち，親欧

州派が主流派となっている欧州大陸の保守政党

とは異なり，イギリスの保守党は欧州懐疑派ほ

ぼ一色の政党となってしまった。欧州懐疑派か

らの支持なくしては，保守党の党首になること

はできず，デイヴィド・キャメロンもまた同様

であった。

第２には，マスメディア，とりわけ大衆紙

（タブロイド）の欧州統合批判がこの時代に加

速していった。とりわけメディア王と言われた

オーストラリア出身のルパート・マードック

が，最大の発行部数を誇る大衆紙の『サン』，

そして高級紙の『タイム』紙を所有して，さら

には統合に批判的なコンラード・ブラックが保

守系の高級紙『デイリー・テレグラフ』を買収

したことで，選挙に勝利するためにもこれらの

新聞の論調に，ある程度迎合することが求めら

れた。高名なジャーナリストであるピーター・

リデル (Peter	Riddell) は，「1990 年代の新聞業

界の変遷が，政治家からの明確な指導がなかっ

た時期においてさえも，世論に持続的な影響を

与えたことであろう」と論じる９）。

この２つの潮流を敏感に感じ取ったキャメロ

ンは，2005 年 12 月の保守党の党首選で，欧州

懐疑派の支持を得て見事党首に選ばれた。そこ

でキャメロンは，親欧州的な欧州議会の保守政

党グループである「欧州人民党＝欧州民主党連

合（EPP-ED）」からの離脱，さらには欧州憲

法条約，後のリスボン条約の批准の際の国民

投票を公約に掲げた10）。欧州議会における，
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UKIP の勢力拡張は，保守党指導者となった

キャメロンに強い危機感を植え付けた。また，

保守党内における権力基盤の弱さによって，

キャメロン党首は欧州懐疑派のベテラン議員の

支援を必要としていた。実際に，キャメロンが

党首になる以前の保守党党首であるウィリア

ム・ヘイグ，イアン・ダンカン・スミス，マイ

ケル・ハワードの３人は，いずれも欧州懐疑派

を代表する指導者であり，現在でも EU からの

離脱に前向きな発言をしている。

このようにして，2010 年の総選挙でキャメ

ロンが首相になる以前に，すでに保守党は右傾

化が進んでおり，党内は欧州懐疑派の勢力が圧

倒的多数となっていた。それらの支持を受けて

党首となったキャメロンは，自らが中道右派

の，比較的プラグマティックな思考を持ってい

たにも拘わらず，EU に対する強硬な態度を示

すことで国民の支持を拡大しようとしていたの

だ。

Ⅱ　キャメロン政権と国民投票

2010 年５月６日のイギリス総選挙では，二

大政党の保守党と労働党ともに下院議会の議席

の過半数を確保できずに，結局は第一党となっ

た保守党が自民党と連立政権を組んで，保守党

のキャメロンが首相に，そして自民党党首の

ニック・クレッグが副首相となった。欧州懐疑

派の色彩の強い保守党と，親欧州的な政党の自

民党の連立政権とあって，EU 政策がもっとも

大きな亀裂の原因となる可能性があった。

この総選挙の際のマニフェストでは，保守党

は「イギリス国民の同意なくしては，これ以上

イギリスの権限を EU に委譲することはない」

として，さらなる権限委譲を行う際に国民投票

を必要とする「レファレンダム・ロック」を公

約に含めていた。もっぱら，EU 批判の強い色

彩のマニフェストであり，当然ながらそのマニ

フェストを作成したのは党首のキャメロンで

あった11）。

保守党は，自民党と連立合意を策定する際

に，この国民投票を求める「レファレンダム・

ロック」については譲歩することができなかっ

た。したがって，キャメロン首相はさらなる権

限委譲の際の国民投票の必要を，国民に約束す

ることになった。他方で，この連立合意では，

保守党の欧州懐疑派が求めていた EU 加盟存続

を問う国民投票は含まれていない。これは，親

欧州的な自民党のクレッグが強く抵抗したため

である。この時期以降，ギリシャの債務問題に

端を発して，ユーロ危機が深刻化していって，

イギリス国民の EU への不信感が増す一方で

あった。

2011 年に「レファレンダム・ロック」を明

記した新しい「欧州連合法（European	Union	

Act）」が制定されて，イギリスでは国民投票

なくさらなる EU への権限の委譲ができなくな

る。さらには，同年 12 月には，ユーロ危機の

解決を求める財政協定（fiscal	compact）から

のイギリスの適用除外を強硬に要求して，ユー

ロ不参加国のイギリスが，ユーロ参加国が負う

べき負担や規制を受けることがないよう約束す

ることに成功した。このようなイギリス政府の

姿勢は，大陸諸国からは一方的で利己的な行動

と見なされて，イギリスと大陸諸国の亀裂が深

まっていった12）。

このようなキャメロン首相の EU への敵対的

な姿勢にも拘わらず，保守党内ではキャメロン

への不信が募っていった。そして，EU 加盟存

続を問う国民投票を求める声が強まっていくな
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かで，2013 年１月 23 日に，キャメロン首相は

2015 年の総選挙で保守党が勝利した際には，

2017 年末までに加盟存続を問う国民投票を行

うことを，ブルームズバーグ社における演説の

中で宣言した。キャメロン首相自らは，イギリ

スの EU 加盟を支持しており，保守党内，さら

には国民の中の EU 加盟をめぐる分裂状況を回

避するためには，国民投票によって国民の意見

に従う必要を感じていた。また，加盟存続をす

る場合であっても，イギリスがよりよい条件を

EU から引き出すことは不可欠だとキャメロン

は考えていた。したがって，この演説の中で，

キャメロンは次のように語った。

「2015 年の総選挙の際の保守党のマニフェス

トでは，次の会期で保守党政権はヨーロッパの

パートナーたちと新しい条件を求めて交渉をす

ることを，イギリス国民に約束することにな

る。それは，その核心において，単一市場に関

するものとなるであろう。そして，われわれが

新しい条件に関して交渉を終えた後に，保守党

政権はイギリス国民に対して，そのまま加盟を

存続するか，あるいは離脱するかを問う国民投

票の機会を提供することになる。このような

新しい条件に基づいて EU への加盟を続けるの

か。あるいは完全に離脱をしてしまうのか。こ

れは，単純な，加盟するのかしないのかを問う

国民投票となる」13）。

2014 年５月の欧州議会選挙では，最大の得

票率と議席を得たのは，二大政党の保守党で

も労働党でもなく，EU からの離脱を求める

UKIP であった。ユーロ危機や，非民主的で非

効率的な EU というイメージが，イギリス国民

に対する EU の負のイメージを増殖していた。

保守党は，UKIP によって得票が浸食されない

ように，よりいっそう右側へと政策をシフトす

る必要を感じるようになる。

Ⅲ　保守党の勝利と EU との再交渉

2015 年５月に行われたイギリス総選挙では，

当初の予想を覆して，保守党が単独で議席の過

半数を確保することに成功して，マニフェスト

での公約の通りに 2017 年までに EU 加盟存続

を問う国民投票を行うことになった。

2015 年 11 月 10 日，EU との関係を再交渉す

るためにも，キャメロン首相はドナルド・トゥ

スク欧州理事会常任議長宛の書簡「改革された

欧州連合における連合王国のための新たな解

決」のなかで，イギリス政府の要求する改革項

目を明示している14）。そこでは，「経済ガバナ

ンス」，「競争力」，「主権」，「移民」の４項目に

おけるイギリス政府の要求が示されている。

「経済ガバナンス」では，ユーロ圏非加盟国で

あるイギリスの利益と権利が尊重されること

が，要請されている。「競争力」においては，

新自由主義的な観点から，EU における規制を

緩和する必要が指摘されている。「主権」にお

いては，EU 法として定着して，条約にも明

記されている「いっそう緊密な連合（an	ever	

closer	union）」に向かう方向が，イギリスには

適用されないことを要請している。そして，

もっとも困難な争点となった「移民」について

は，イギリスへの移民の流入を制限して，過剰

な財政負担を負うことがないように，域内移民

がイギリスで在職給付や公営住宅入居資格を得

るまでに「４年間」居住することを条件とする

ことを要求している。

このようなイギリス政府の要望に対して，他

の EU 加盟諸国からは強い抵抗や反発が見られ

たが，EU 加盟 28 カ国中でドイツに次ぐ第２
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の経済規模を有するイギリスの離脱はあまりに

も EU や世界経済全体への影響が大きいことが

懸念された。２月 18 日から 19 日かけて，ブ

リュッセルで臨時欧州理事会が開催されて，

このイギリスの EU 改革案が討議されることに

なった。18 日の午後８時に夕食を食べながら

始まった意見交換は，当初の想定を大幅に超え

て日付が変わった午前２時過ぎまで続いた。そ

の後も，トゥスク常任議長は合意をまとめるた

めに各国政府首脳の説得に回り，午前 5 時半ま

で協議が続いた15）。

２月 19 日の午後１時半に協議が再開し，結

局合意が妥結したのは夜遅くになってであっ

た。午後 11 時に会見したキャメロン首相は，

イギリスが「特別な地位」を得たことを誇っ

た16）。とりわけ困難であったのが，４点目の

「移民」についての合意であり，「人の自由移

動」という EU 法の基本理念を傷つけることな

く，イギリス政府の要望を受け入れることは容

易なことではなかった。最終合意では，過剰な

移民流入への「緊急措置」として４年間の社会

保障の給付の段階的制限を認めることになっ	

た17）。イギリス政府はこの措置を最長で 13 年

間続けることを求めたが，合意では最長期間は

７年間とされた。かろうじて「緊急措置」とす

ることで，「人の自由移動」という基本理念と

イギリス政府の要求を両立させようとした。

さらに，大きな問題として，「経済ガバナン

ス」について非ユーロ圏加盟国がユーロ圏の財

政安定のための緊急措置に財政負担を負わない

ことによって，EU の内部が構造的に 2 つのグ

ループに分裂する傾向が強まった。EU 内は，

二層構造として中核のドイツやフランスなどの

ユーロ圏加盟国と，ユーロ不参加の諸国との分

裂が固定化される可能性が高い。

これについてトゥスク常任議長は，「英国に

は欧州が必要で，欧州にも英国が必要だ。最後

の決断は英国民に委ねられている」と語り，イ

ギリス国民が国民投票で EU 離脱を選択しない

ことへの期待をにじませた18）。他方で，キャ

メロン首相はこの合意を受けて，「英国は EU

のなかで特別な地位を勝ち取った」と交渉の成

功を誇った19）。この合意をもとに，キャメロ

ン首相は国民投票での EU 残留を訴えることに

なる。

この EU との合意を基礎として，キャメロン

政権のイギリスは，EU 改革とイギリスの「特

殊な地位」について詳細に説明をした，『２

つの世界にとっての最良の選択（The	Best	of	

Both	Worlds）』と題する政府白書を刊行して

いる。ここでは，イギリスの要望にしたがって

EU が改革されて，それによってイギリスの要

求していた利益が実現可能であることが強調さ

れている20）。

他方で，この合意が見いだされた直後の２

月 22 日に，キャメロンの後継の首相候補とし

て，イギリス国内での人気が高いボリス・ジョ

ンソン・ロンドン市長が，EU からの離脱を支

持すると明確に語った21）。ジョンソン市長が

離脱を訴えることが，確実に世論の動向に影響

が及ぶことが想定される。ジョンソン市長の離

脱支持は，キャメロン後の首相のポストを狙う

ための政局的な判断だとの見方が強い。『フィ

ナンシャル・タイムズ』の著名なコラムニスト

であるフィリップ・スティーブンスはこのよう

なジョンソンの不誠実な動きについて，「首相

官邸で自らがキャメロン氏と入れ替わることを

求める異様な野心に突き動かされている」と冷

静に批判する22）。そして，スティーブンスは，

このような保守党内の無責任な政局的な動き
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が，かつて穀物法や帝国特恵関税制度をめぐり

保守党が分裂したように，再び 21 世紀におい

て保守党が分裂する要因になると警鐘を鳴らす。

このようにして，EU 加盟存続をめぐるイギ

リス政治の迷走は，国益をめぐる冷静で合理的

な計算に基づくのではなく，選挙における支持

拡大を求める政党政治の力学や，EU への不信

感や移民への嫌悪感を煽る排外主義的なポピュ

リズム，さらには保守党の次期党首を目指す保

守党内の権力争いの要素が強いことが見て分か

る。

おわりに

2016 年４月 12 日のフィナンシャル・タイ

ムズ社による世論調査の結果では，残留派

が 43％であり，離脱派が 42％と拮抗してお

り，他の世論調査もほぼ同様の傾向が見られ	

る23）。国民投票の６月 23 日まで残り２ヵ月わ

ずかとなっており，今後のイギリス政治やヨー

ロッパ情勢がその結果に少なからぬ影響を及ぼ

すことであろう。どちらになっても，不思議で

はない。

イギリスの EU からの離脱が切実な問題と

なったのは，2009 年 12 月に EU 法を改定する

リスボン条約が発効したことを大きな端緒とし

ている。というのも，このリスボン条約第 50

条で，はじめて EU からの離脱の規定が明記さ

れたからである。現在 28 ヵ国体制の EU は，

これまで離脱した加盟国はないが，1985 年２

月にデンマークの自治領であるグリーンランド

が住民投票の結果，離脱を決めた。その際に，

EC とデンマーク政府との交渉によって，離脱

の条件を合意した。イギリス政府は，国民投票

の結果としてイギリス国民が離脱を選択した際

に，その後どのようなプロセスを踏むことにな

るかを説明する政府の白書を刊行している。そ

こでは，「第１に EU からの離脱について，第

２に EU との将来の取り決めについて，そして

第３には EU 域外諸国との通商協定について，

過渡期的な交渉の期間が必要となるであろう」

と論じられている 24）。その際に，国民投票に

より EU からの離脱を決めてから，２年間の交

渉の期間を経てイギリスと EU との合意に到達

しなければならず，両者の合意により交渉期間

の延長をすることも可能となる。

また，イギリスが EU から離脱した際に，イ

ギリスと EU との関係が加盟以外にどのよう

なモデルがあるのかを検討する政府白書を合

わせて刊行している。そこでは，EU の規則が

一定程度効力を持つ「ノルウェー型」（EU 非

加盟の EEA（欧州経済領域）），スイスのよう

に独自の合意を形成する「二国間協定型」，そ

して通常の関税協定となる「WTO 型」の３つ

のオルターナティブのモデルが提示されてい	

る25）。正式に離脱の合意に到達した後に，こ

れらのなかからイギリス政府は選択して，EU

との関係を再構築しなければならない。

2016 年４月 15 日から，イギリス国内では加

盟存続派と離脱派とそれぞれ，国民投票へ向け

たキャンペーンを始めることが可能となった。

そこでイギリス政府は，『なぜ政府は欧州連合

加盟存続に投票することがイギリスにとっての

最良の決断と信じているのか』と題する，加盟

維持を訴える 15 ページほどのパンフレットを

配布した。そこでは，「雇用創出」，「より強い

経済」，「安全の提供」という３つの点が強調さ

れて，EU 加盟存続がイギリス国民の利益であ

ることが強調されている26）。

はたしてイギリス国民は，EU からの加盟存
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続を選択するのか，あるいは離脱を選択するの

か。イギリスの国内政治に端を発するこの国民

投票に対するイギリス国民の決断は，世界経済

全体に対しても巨大な影響を与えることになる

だろう。
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